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アメリカ公教育とAccountability
―Accountability systemsの現状―

中 村 護 光

Accountability in American Public Education

―An Overview of the Current Situation―

Mo r i m i t s u  N A K A M U R A

Throughoutthiscentury,greateffortsandprogresshavebeenmadetowardthegoalofuniversal

qualityeducationin仏eUS.However,intheprocess,scholasticstandardshaveslippedtounexpectedly

lowlevelsincoresubjects.Recentresearchhasrevealedthateducationisthetoppriorityamong

Americanvoters,andpolicymakersareespouslngmoregOVem entalinvestmentineducation.Thishas

resultedinsigni丘Cantbudgetincreasesinmoststatesearmarkedforeducation.Nevertheless,minority

studentsandthosefromsociallyoreconomicallydisadvantagedbackgroundsareoftenatriskoffailure.

IsAmericanpubliceducationeffectivelyutilizingtheincreasedfun°ing?Manyfeelthataccountabilityis

crucialassuchquestionsarise.Thispaperfirstreviewstheconceptofaccountabilityanditshistory,and

examineshowextensivelyithasbeensystematizedasapartofeducationpolicy.Itthenconsidersthe

futureofaccountabilityinAmericaneducation.
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1.は じめ に

今世紀を通して,合衆国はすべての子どもたちへ

の教育の機会提供とその拡大を求め続けてきた.慕

終コーナー1990年代になって,公教育の責任主体で

ある州はこれまで個々の学校区にまかしていた教科

内容に踏み込み,自らのカリキュラムの基準作りに

乗り出し,これに対する生徒の学力到達度を測定 ･

評価する州標準テストを開発した.その上で,21世

紀を目前にして,すべての子どもたちにさらに高い

学力を保証するよう新たな課題を公教育に突きつけ

ている.殆どの州や学校区はすでにこの目標実現の

ための教育改革や法制化に着手しているが,特徴的

なことは,その多くがカリキュラムや授業改善に資

する手段の工夫にとどまらず,教科基準に対する生

徒の到達度を学校/学校区/教員の評価と一体化さ

せようとしている点であり,accountabilityを挺子

として今般の教育改革を押し進めている点である.
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2.Aceountabilityの登場

Accountabilityが登場した背景には,80年代の

教育の質に関する調査報告書ANationatRisk以

来の経済人の教育政策への積極的参加と世界市場で

の競争に勝ち抜く戦略としての教育の見直し,教育

への投資効果/効率重視の教育観の台頭や,消費者

運動に見られる市民の権利意識の高揚,州の教育予

算の配分の増加に伴う納税者の教育への関心や発言

力の高まりがある.しかし,そのような情勢はあく

までも触媒としてのファクターであり,主因は学力

問題等に関した公教育にたいする国民的不満,拡大

する学校毎の教育力の差等での未解決の問題が

accountabilityが当然醸成される環境をつくり出し

ていたことにある.また都市部生徒の慢性的な学力

不振, 底辺に置かれた生徒の劣悪な実態に対する

学校の自己改善能力の欠如もaccountabilityシス

テムを必要とする論拠となった.近年多くの州で立

法化され,施行されているaccountability法は生

徒の実態を把握して,その成果に対する責任の所在

を明らかにし,必要な場合外科的手術を施すルール
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を確立したものと言える.Accountabilityは,big

wordであるが,簡単に言えば当事者に責任のつけ

を回すこと.すなわち行為の結果に焦点を当てた資

任の取り方,蒔いた種 (結果)は自分で刈り取ると

いったアメリカ的考えを一つの言葉に集約したとの

説明があてはまる.教育におけるaccountability

は子どもたちがよりベターな教育を受けているか;

教育費へまわる税金は無駄に使われることなく,効

果的に使われているかを評価し,その結果の善し悪

しに対しては賞罰を与えるコンセプト及び行為であ

るといえる.このコンセプトの誕生に至る経過を跡

ってみた.

1989年9月Bush大統領の呼びかけにより,全国

の知事がCharlottesville,Vaに集まって教育課題

を協議し,国家的教育目標とそこに至るプロセスに

ついての声明を発表 した.このCharlottesville

Summitからほぼ10年が経つ.この時,サミットに

集まった知事達が州に帰ってまず第-に着手したこ

とは,学校区毎の差をなくし,生徒が学ぶべき共通

の学習内容を決め,その評価方法を開発することで

あった.当時主要科目の中で全国共通基準を自発的

に作っていた教科はthe NationalCouncilof

TeachersofMathematicsによる数学だけであっ

た.

1990年1月にBush氏は年頭の大統領施政方針演

説StateoftheUnionAddressの中で,6つの国家

の教育目標を提案して,翌月知事は自分達の共通の

教育目標としてこれを採択した.

1991年4月Bush大統領はAmeria2000教育改革

法案を打 ち出 し,privateschoolchoice,model

schools,及び主要科目の全国的基準とそのテスト

の開発を呼びかけた.しかし,当時議会の多数派で

あった民主党が同法案の中の仙e private school

choiceの承認を拒んだため,議会は通過しなかっ

たが,全国的学力評価基準への指向はこの時からす

でに見受けられる.

1992年には,議会が設置した諮問委員会the

NationalCouncilonEducationStandardsand

Testingは,各州がモデルとする全国的教科カリキ

ュラムの基準と評価の必要性を提言し,Bush政権

からの助成金措置も手伝って,全国の教科研究団体

はいくつかの主要科目において,任意の全国的カリ

キュラムの基準を研究 ･開発していった.

1994年 3月,Clinton大統領 はAmerica2000に

ならったtheGoals2000:EducateAmericaActに

署名した.これはそれまでBush政権で確認された

教育目標を法制化したものとも言えるが,同時に教

師の質の向上,親の積極的参加も目標として加えら

れ,また各州がカリキュラムの基準を設定して,釈

たな生徒の評価方法を開発するための助成金も組み

込まれていた.

この折,大統領は国家的基準を設けて,州から提

出される州のカリキュラムの基準をそれに照らして

審査する新たなnationalpanelの設置の承認を議会

に求めたが,州の政策に関して連邦政府の役割の増

大や介入を嫌 う共和党の方針の前に,the stan-

dards-certificationpanelのメンバーはこれまでに

一度も任命されていない.

1995年3月,Clinton大統領の呼びかけで,全国

の知事と主だった経済人がPalisades,N.Y.での教

育サミットに集い,学校改革や教育の活性化につい

て意見をかわした.ここでは,知事達は各々自分の

州でのカリキュラムの基準の設定に努力することを

確認し合ったが,国家的基準の設定や,それに基づ

いて何をすべきかの議論に発展することはなく,カ

リキュラムの問題はあくまで州の問題として取り組

まれるべきことが確認された.

1997年,Clinton大統領はカリキュラムの基準と

評価の問題を再度取り上げ,4学年のreading,8

学年の数学における全国標準テストの実施を提案し

た.しかし,議会は,提案されたテストの使用はあ

くまで州の任意のものであるべきとし,テストの発

展的活用については,厳しく制限を設けた上で,こ

れを承認した.

1999年1月に大統領は年頭のStateoftheUnion

Addressの中で,すでに48の州に設けられたカリキ

ュラムの基準の扱いの上で,生徒の学力実態を他の

accountability法案と関連させるよう呼びかけた.

同年5月Clinton大統領はthe Elementary and

SecondaryEducationAct(ESEA)(注1)の改正

案の提案の中で,幅広 くaccountability条項を含

めることを求め,TitleIの改正でも,新たに政府

への助成金申請条件とリンクさせた.これに対して,

共和党は紐付きのaccountability法は事務手続き

を増やすだけであり,政府の助成金の使い方につい

ては,blockgrant(注2)が優れていること;成績

不振校の生徒や親には別に学校を選択し,転校の機

会が与えられるべきこと;Voucherシステムの実

験が許可されるべきこと;学校や,学校区の評価の

ためには,生徒評価,出席/卒業率,SATやACT

での得点が考慮されるべきこと等を盛り込んだ対案

を提出した.

TheEducationalExcellenceforAllChildren

Actof1999はいわゆるESEAを更新する大統領提
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案であるが,基本的理念と方針は1994年に改正され

たESEA及びtheGoals2000:EducateAmerica

Actにおける現政権の公約に基づいている.改定版

で は,特 に教師 の質 の改善,結果 に対す る

accountabilityを拡大し,教育改革の試みや結果を

州当局から学校区や学校へ移行させる必要性を前面

に出している.

すでに48の州と,theDistrictofColumbia,及

びPuertoRicoでは州レベルでのカリキュラムの基

準が設定されているが,目下のところ,その達成度

を測定 ･評価し,州のaccountabilityシステムに

統合する試みが進行中である.この作業では,次に

触れるaccountabilityシステムを構築する要素を

すべて兼ね備えているNorthCarolinaやTexas州

が最先端を行っていると言われている.

3.Accountabilitysystemsを構成

する要素

各州が法制化等を通じて進めているaccountabil-

ityのシステムは一様ではない.しかし,それらを

構築する不可欠な要素については,ほぼ共通 (注

3)の認識があり,次のStandards and testing;

reportcards;ratingsystems;rewards,sanctions,

andtargetedassistanceであるといえる.ここでは

これらの要素がどのようなものであり,実際どのよ

うに実施されているかをまとめてみた.

(1)Standardsandtestingとその実施実態

州独自で各々教科のカリキュラムの基準を定めて

いるが,その教科内容について主たる科目の生徒の

到達度を測定するテス トはaccountabilityシステ

ムの中でも一番ポピュラーな尺度となっている.

Iowa,Nebraskaを除くすべての州がすでに州の共

通テストを開発し,生徒の学力を測定している.内

容はさまざまであるが,多 くの州はmulitiple-

choicetests(多肢選択式テスり を用いて,州が

定める ｢標準｣｢最低必要値｣への到達度に対する
結果を報告している.しかし,テストの本来の目的

を考える時,生徒の実態の把握と同時に,テストか

らいかに授業改善へのヒントやデータを集め良い授

業につなげるかといったことも重要な意味を持って

いるが,この視点に立つと,multiple-choiceテス

トの形式の有効性については,思考力,問題解決能

力を十分測定できないとの批判がある.また

multiple-choiceタイプのテス トは授業内容の幅を

狭め,教師はもっぱらドリル,機械的丸暗記,ポイ

ント中心の断片的知識の詰め込みに焦点を与えるよ

うになってしまわないかとの懸念もある.このため,
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1980年代未までにほ,いくつかの州で評価に関する

実験が繰り返され,個々の生徒の作業をまとめた作

品の評価や,生徒にエッセイーを書かせたり,実験

をさせたり,具体的課題を完結させて答を求める等

の評価方法が研究された.しかし,カリフォルニア

州では1994年に,このperformanceassessments

のシステムを廃止している.理由はそのような評価

が個々の生徒の信頼をかちえず,あまりに主観的で

あり,基本に十分焦点を当ててないということであ

った.たしかにportfoliosや形成的評価は授業改善

には有効であっても,信頼,客観性に関しては問題

が多く,accountabilityシステムのようにテストの

結果がことを左右する場合には,多 くの州が

mulitple-choiceの形式に頼らざるをえないようで

ある.

(2)Reportcardsとその実施実態

個々の学校の実態を要約してまとめたものが

reportcardsである.生徒の州テストの得点に加え

て,出席/欠席率,中退率,SATの平均点,学級

規模または生徒対教員の割合,学校の安全 ･規律,

教員の資格 ･給与等の教育環境要因を含む統計情報

を親,納税者,教育関係者に伝える一般的手段とし

て使われ,accountabilityを測る手段となっている.

州によっては,学校の教育方針やプログラム,コ

ース選択/AP(注4)コースの選択履修状況,追

路,親の参加等を載せるreportcardsもある.柄

税者によりよい情報を提供し,成績不振者 (校)に

行動を起こさせ,親を積極的に参加させることで教

育の改善を促す趣旨である.その報告の仕方や形式

は様々であるが,1996年にGeorgia州が最初 に

reportcardsを公表して以来,1999年度現在で36の

州が学校や学校区に個々の学校に関するreport

cardsの公表を求めている.州が学校に要求する

accountabilityの尺度としてはテストに次いで普及

している.しかし,EducationWeek紙がQuality

Counts'99の特集のために実施したreportcardsに

関する特別プロジェクトの調査によると,report

cardsは市民の目に触れる機会は少なく,一般市民

は地方新聞,友人,隣人の話の中からテストの結果

を含む学校に関する情報を得ており,accountabil-

ityの道具として十分にその機能を発揮していない

恨みがある.また同調査では,教育関係者と一般市

民の間には,必要とする情報の種類や使われ方にも

意識の差があることも指摘されている.つまり,学

校がaccountableであるために何が必要な情報であ

ると思うかとの間には,親や納税者は学校の治安度

や教員の資格の有無に圧倒的な関心を示しているに
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もかかわらず,そのような情報を提供している州は

reportcardsを実施している州のわずか半数にすぎ

ないこと;また,親や社会が生徒の学力実態にも同

様に高い関心を示している一方,関係者の間では,

州テストによる学力指標の評価は低く,かえって生

徒一人当たりの教育予算等の学校-のinputの指標

が高い評価を受けていることなどである.

(3)Ratingsystemsとその実施実態

Ratingは学校の教育成果が十分か否かを決める

格付けのことであり,accountabilityの試金石とな

っている.州の指導者達は格付けによる成績不振校

のリストアップは,生徒の成績が低調で無気力な学

校に変革を起こす強力な道具になると評価している.

リストに載るという恥辱が学校や地域の総力を結集

させ,できるだけ早くリストからの脱却を図る必死

の努力に向かわせるという発想である.このシステ

ムを実施している州は少ない.現在19の州が学校の

格付けを発表しているか,またはその予定がある.

実施している州の多くは学校の業績に関して,専

ら標準テストの得点に基づいた総合評価をしており,

A,B,…Fの文字評価やacceptable,unacceptable,

exemplaryなどで格付けを行っている.格付けの

基準では一般に次のような方法がとられている.0

テストの得点のみを考慮する.0テストの得点と他

の要素 (出席率,卒業率)を組み合わせる.0学校

-の現場訪問を実施する.0設定された基準点に対

して学校の成績を比較する.0学校への期待,貧困

家庭の子どもの割合,生徒人口の構成の特徴を加味

する.

(4)Rewards,sanctionsandtargetedassistance

(4-1) Rewards

全国で19の州が何らかの方法で成績の良い学校へ

の報奨制度を持つ.金で報奨する州は14州である.

学校改善資金として渡るものがあれば,また教師に

直接に渡るものもある.Accountabilityシステム

に於ける鞭に対する飴ともいえる.私企業の間では

一般的な手段ではあるが,教育における金銭での報

奨制度には議論が多い.

1980年代に教員の給与の差別化がいくつかの州で

試衣られ,それまでの経験年数重視にかわって,敬

育実績を上げたり,また校内での指導的役割を果た

した教員に対する報奨を約束したmerit-pay pro-

gramやcareerladdersystemの教員評価が実験さ

れた.Meritpayのように個人プレーを助長するよ

うなシステムは教育になじまないとの理由で教職員

組合はこれに強く抵抗し,法廷でも争ってきている

が,accountabilityシステムが広く各州で採用され

るようになって,優れた実績に対する報奨制度は再

び息を吹き返してきている.

しかし今のところは報奨方法が,個人より学校-

再投資されることでmeritpayの議論が避けられた

り,金額が少ないため学校が模範的ステイタスを達

成したことを示す表彰的な意味合いを持つに留まっ

ている.個人へはFlorida州のようにtheNational

BoardforProfessionalTeachingStandardsのよ

うなプロとして全国的に通用する高い教育技術を証

明する任意の免許の取得に対して特別手当てを与え

ている州もある.

(4-2) Sanctions

Accountabilityシステムで懲罰を考えるときは

誰がaccountableであるかが問題となる.

それが生徒である場合は究極の懲罰は原級留置と

なる.学校であれば閉鎖,takeover,reconstitu･

tionであり,校長解雇である.教職員に対しては解

雇,学校区の場合はaccreditation(注5)の剥奪,

学校区の教育委員の解任,州によるtakeoverであ

ろう.Accountabilityシステムでのsanctionは一

般に学校-の懲罰の形で扱われていることが多い.

Sanctionは単なる警告から州による介入,take-

over,reconstitutionに至るまで様々であるが,響

告を除いて代表的なpolicyには次のようなものが

ある.

1.成績不振校からの生徒の脱出を認める.

成績不振校の生徒が自分の選択により成績優良校

-異動することを認める.

2.成績不振校の教職員の入れ替えを実施する.

成績不振校に勤務する教師や校長を新しいスタッ

フと入れ替え,新しい監督者の下においてオーバー

ホールする

3.成績不振校への援助停止 ･閉鎖

これにはaccreditationの剥奪,州予算の停止,

州によるtakeover,聞出及びreconstitutionがあ

る.Reconstitutionとは,一般に学校を閉鎖して,

そのスタッフを総入れ替えし,新しい管理者の下で

学校を再開するプロセスである.

(4-3) Assistance

Accountabilityは単なるpoorな結果に対する処

罰の手段であってはならない.本来の目的である学

校の改善に資するものであって,的を絞った援助は

accountabilityシステムの主要なファクターとなっ

ている.

成績不振校を公に認定する19の州はすべて当該校

に学校改善計画の作成を求めている.またすべての

州は,この際専門家の助言による援助提供を原則と
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している.

法の運用面では,学校を罰するより学校の改革 ･

改善を主目的として最終手段までにいかないため技

術的,専門的,財政的な面で援助するシステムがど

の州でも取られている.実際,州が直接介入しても,

すく･takeoverすることは不可能であるし,州自体,

共同と支援のシステムをとることが得策であること

を承知している.また成績不振校には施設 ･設備,

教育プログラム,教員の資格の有無や若年化の問題,

指導者の頻繁な入れ替わり等の業績不振に繋がる諸

問題が存在していることも周知の事実であるからで

ある.介入 ･支援の方法には当該校による自己評価

と自己改善計画の提出から,州が任命する監査チー

ムの派遣及びこの訪問に基づく専門的援助,並びに

救済プログラムへの予算配分措置まである.州が学

校改善のために用いる主なアブT,-チは次の通りで

ある.

0成績不振校の特定 ○外部の調査チームの当該校

への派遣 ○学校改善計画の提出,指導,実施○州

教育局の担当課,または専門チームの指導下に置く

○専門教員,または新校長の配置 ○改善のため

の特別予算の対象とする.

4.誰がaccountableか

結果に対する真のaccountabilityなしには学校

改革は成功しないとするaccountabilityを中心に

据えた政策では,誰が何に対してaccountableであ

るのか.実施 されてい るシステ ムの中か ら

accountableの対象となる者と,その者に対する

accountability行使の実際をまとめてみた.

(1)生徒自身がaccountabilityを持つ場合

Accountabilityシステムの第-の拠 り所が州の

標準テストの結果であるとすれば,まずそのテスト

を受験する生徒が対象となる.彼らはカリキュラム

の基準にそった教科内容を履修した結果として学年

進級や卒業に必要な標準学力が備わっているかにつ

いてaccountableでなくてほならないとの発想であ

る.近年,Socialpromotionを止めさせるために,

いくつかの州は学校区や学校に,節目となる学年で

の生徒の進級の可否を州の評価テストに基づいて,

決定させている.1998年ではCalifomia,Delaware,

SouthCarolina,Wisconsinで,州テストと進級を

リンクさせる法が通過した.

Socialpromotionとは,一般に標準学力に満た

なかった生徒を,たとえ科目の要求条件が満足に完

結していなくとも,同輩と一緒に進級させる慣行を

指す.このような方法は学習内容の達成度を考慮す
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ることなしに,個人の社会的及び心理的利害を優先

させて進級させるのでsocialpromotionと呼ばれ

ている.

TheAmericanFederationofTeachersの調査で

紘,10の州がsocialpromotionの廃止を州の教育

政策の中に盛り込んでおり,また多くの州で知事は

1999年年頭のStateoftheStateAddressの中で,

このsocialpromotionの廃止を取り上げている.

Socialpromotionと相対するものはretentionであ

るが,学年の終わりにその学年の科目の履修に失敗

した生徒を原級に留め置く措置である.生徒は前年

度に失敗した同じ学習事項を,同じ方法で勉強する

ため更に1年の猶予を与えられるものである.

社会一般にsocialpromotionが批判される一方

で,原級留置された子どもたちは,長期的にみると

その後の学力向上はみられなく,更に遅れた存在と

なっているデータもあり,socialpromotionの方が

まだ原級留置よりまLではないかとの意見もある.

Chicago Public Schoolsでは1995年のthe ll･

linoisSchoolCodeの修正条項により,全国でも最

も厳しい学校区によるaccountabilityシステムが

設けられ,生徒の学力を保証する作業が始まってい

る.このシステムで,学校区はまず標準学力を設定

し,socialpromotionを廃止し,定期的に学校実態

審査を実施し,生徒や教員のaccountabilityを徹

底させている.同学校区では,節目となる学年 (3,

6,8and9)におけるテストで最低基準を下回

る生徒は学校区から7週間のthesummerbridge

program への参加を要求されている.

この他に1999年現在で19の州が高校の卒業要件と

して州標準テストの通過を求めている.

(2)学校がaccountabilityを持つ場合

通常,次の 6つの要素が学校を対象 とす る

accountabilityシステムの拠り所となっている.

0生徒が州の基準に達しているかを測るテストによ

るデータ

○個々の学校の実態を要約したreportcards

O学校の教育成果が十分であるかを決めるrating-

systems

O学校の改善を助けるtargetedassistance

O教育成果に基づいた学校への賞罰

○一定期間向上のない学校の開銀,reconsitution

の析行

1999年現在,23の州が慢性的不振校に対して,学

校の再生計画の援助から,最後はreconstitutionに

至るまで,様々な手段を講ずる政策を持っている.

このプロセスでは,まず不振校が認定され,改善
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計画が立案,採用され,実施される.学校が改善の

一歩を踏み出すまで学校区や州はその目標に向かっ

た実質的な援助を提供する.もし,一定の期間を経

ても学校の改善が見られない場合は,reconstitute

される.つまり新しい校長と,新しい教員が,現在

のスタッフと入れ替わり,合意された再生計画に基

づいていったん閉鎖された学校を再開するのである.

現在16の州が学校を閉鎖,take-over,又はrecon･

stituteする権限を記した法律条項を持つ.しかし,

実際過去にこの条項を行使した州はNew York,

Oklahoma,Texasのわずか3州である.学校区の

例としては,Chicagoが1997年に7つの公立学校を

reconstituteしている.

多くの場合,学校-のaccountabilityとしてこ

の最終段階に至る前に学校区が共同実験の形で介入

(intervention)している.例えば,NewYork州

の不振校の再生プロセスは次の通りである.教師,

教育委員,組合代表,親,カリキュラム専門家がチ

ームを作り,districtsuperintendent(地区教育長)

の指揮下で当該校の学校訪問を実施し,学校運営の

様子をあらゆる観点から調査する.このチームの勧

告に基づいて学校及び学校区は再生行動計画を立案

し,実施する.

(3)教師がaccountabilityを持つ場合

教員に結果に対するaccountabilityを迫まる州

もいくつかある.10の州が法制化により不振校の校

長や教員を排除する権限を持っている.また7つの

州が学校をreconstituteL,その折は全ての,また

は大部分の教員に現職への再応募を求める権限を持

つ.しかしこの権限を実際に行使する州は現在のと

ころ,ご く一部 にす ぎない.例 えは,生徒 の

accountabilityの中で高校卒業のためのテストの通

過を求めている州が19あるが,今のところ法律上こ

の生徒のテストの得点を教師の評価に反映,加味で

きる州はわずか2州 (Texas,Tennessee)だけで

ある.

しかし学校区の中には,首都DC.のように,坐

徒のテス ト結果が彼等-のaccountabilityの拠 り

所となっていると同時に,校長への厳しい賞罰の手

段としても使用されているところもある.この標準

テストでの得点は校長評価の50%を占めている.

教員の (定年までの)在職権であるtenureの廃

止の動きも出ている.Oregonでは1997年にtenure

を廃止し,契約制度とした.解雇に際しては,学校

区に正当な解雇の過程と,理由が求められるが,初

めて教員の評価が個々の業績目標に向けられ,教員

の評価が生徒の成績と結びつくことが市民に約束さ

れたとものと同教育委員会はとらえている.

教員の最も厳しいaccountabilityは都市部を中

心として学校区により断行されるreconstitutionで

ある.Reconstitutionという学校再構築の手段は,

既存のスタッフを交替させることにより学校を大胆

に変革させる有効なメカニズムであるとする肯定の

意見と,スタッフの総入香は弱体化した学校を更に

不安定にさせるだけであり,既存の人的財産を保存

し,環境を整備することが重要であるとする反対意

見が対立している.

(4)学校区がaccountabilityを持つ場合

1998年 5月に連邦教育局が発表 したTurning

AyvundLou)-PedoymingSchoo血.IAGuidefor

StateandLocalLeadeysは学校にaccountability

を持たせるだけでは十分でないこと,慢性的に成績

不振の学校は独自では必要な改善を行う能力が乏し

いため,州や学校区は学校改善に必要な構想,陣容,

自らの係わり方をまとめてシステム全体で支援体制

を組む必要があることを示唆している.このガイド

には全国の学校区のモデルとなるいくつかの政策が

紹介されている.

不振校を特定し,援助する法律を持つ19州のうち,

13州は何らかの形で学校区にaccountabilityを求

めている.MississippiやNewJerseyでは学校区

に対するreportcards,ratings,inteⅣentionsを実

施する.特にNewJerseyでは,学校が州のテスト

の基準を上回ると,学校区が奨励金を受け取ってい

る.Coloradoの場合は,州テストを利用し,1997

年の得点を基準として生徒の得点の向上がなかった

り,また他と比べて学校毎の業績の分野で不振であ

る学校区を対象に,学校区が持つaccreditationを

失うに至るdistrictaccountabilitylawの法制化を

予定している.内容は州の176の学校区は,1999年

7月から3年間の実績を,主に 5つの基準で

"accredited",on"academicwatch",on"academic

probation"及び"notaccredited"のランクで評価を

受けるものである.この基準となるものは○州テス

トでの生徒の成績,○中退率,出席率,退学及び停
学処分の状況,卒業率,OAdvanced Placement
coursesを履修する生徒の割合,○評価プログラム
を免除された生徒の割合,○学校区実施のテストの

結果である.

5.政府の政策に見るaccountability

Clinton大統領はESEAの1994年に改正された現

行のthelmprovingAmerica'sSchoolActに代わ

るtheEducationalExcellenceforAllChildren



アメリカ公教育とAccountability

Actof1999法案 のTitleⅥ にthe Education

AccountabilityActを組み込んでいる.これは学校,

学校区,教師,生徒のすべてを高い水準に向かわせ,

学校区や州が生徒に質の高い教育を提供･保証する

一連のaccountability法案となっている.ESEA

の政府の予算を受けるすべての州や学校区に適用さ

れ,既存のaccountability条項の強化,拡大を図

ったものである.この他TitleIでも学校区や学校

-のaccountabilityの考えが従来より,より鮮明

に打ち出されている.TilteIIではすべての生徒が

州の高い学力水準に達するため,州や地方自治体を

積極的に援助 してい くこと;またTitleVでは

magnetschools,publiccharterschools,public

schoolchoiceのこれまでの学校選択諸政策の継続

･拡大がうたわれている.

現政権の教育政策はあくまでも公教育体制を維持

しつつ,accountabilityを挺子に公教育を再活性化

させ,教育環境に恵まれない子ども達に配慮しつつ,

すべての子どもたちに高い学力を保証していくこと

を目標としている.この一方で世論の動向を見極め

ながら教育消費者としての親や生徒の学校選択の権

利を満足させるため,publicschoolchoice,mag･

netschoolを奨励し,charterschoolを導入しなが

ら,漸次それらのプログラムの拡大を図っている現

実的な側面も持っている.

これに対して,共和党が主張する教育政策は公教

育の教育独占を外し,privatization,voucherの市

場原理に基づくfreeなchoiceの実現による教育の

完全な自由化をめざすものである.この理念におい

ては,accountabilityはもはや単なる挺子ではなく

体制そのものとなるといえる.

6.Accountabilityの問題点

理論的にはaccountabilityは響きがよい.しか

し,教育により多くのaccountabilityのファクタ

ーを導入することではたして改革の実があがるのか

は未知数である.多くの州は,80年代にも新しいテ

ストを導入して,テストの得点に対する賞罰を与え

ようとしたが生徒の学力向上にはつながらなかった

経験を持っている.加えて,accountabilityそのも

のの考え方も十分に定まっていない.Accountabil-

ityは権力者の責任逃れの言葉ではないかとの考え

もある.経済理論を応用した,結果第-主義に基づ

く競争と効率を優先させた殺伐とした非教育的政策

ではないかとの不信感もある.Accountability法

を持つ多くの州では,この言葉があまりに狭義に焦

点化されているため,権力を持つ人達のaccounta-
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bilityは避けて,現場に厳しい一方通行のaccount-

abilityとなっていないかとの疑問:より広く定義

され,だれもが生徒の学習について責任の一端を担

い,accountableであるべきだとの意見がある.

また,多くの州ではaccountabilityを統計的な

行為として,学校に関する究極の判断を一つの数字

的指数にしてしまっているきらいがある.この指数

を引き上げるため,学校がより本質的で,息の長い

構想に基づいた改革へ向かうより,短期的で数字の

改善のみを意識した決定を行 うことにはならない

か;教科の論理的理解より受験技術に多くの授業時

間が費やされることはないか;指数の算出根拠とな

る州標準テストそのものは生徒の学力を測る最良の

方法であるのか等の懸念はaccountabilityシステ

ムのアキレス膿ともなりうるものだろう.

いずれにしても,accountabilityシステムは教育

政策といっても,授業内容や方法に直に係わるもの

でなく,あくまでも教育環境を整える政策であり,

学び教えるのは生徒であり,教師である.当事者を

鼓舞し,援助するものでなくてはならない.報告の

ためのpaperworkの増加,評価のための評価方法

の研究 ･開発,人事 ･学校管理の強化手段で終わっ

てしまってはならない.カリキュラムの工夫,授業

改善,生徒の学力向上に繋がるためのシステムであ

るためには問題点の的確な発見と,生徒,学校,学

校区へ賞罰を課する前に十分に的が絞られた支援策

がどこまで裏付けられ,保証されるかがaccounta･

bilityの成否を占うはずである.

7.Accoumtabilityの今後

合衆国では,大抵の州はinter-andintra-district

enrollmentoptions(学校区間の,又は学校区内で

の学校選択),charterschoolsandhomeschooling

を組み合わせた (自由な)学校選択のプログラムを

採用している.また幾つかの州は限定的ではあるが,

vouchersやtaxcreditsを用いた実験を行ったり,

そのような実験を考慮中である.

このような市場原理のアプローチを利用した

accountabilityの実験が行われている中で,Wis-

consinはその代表的な州である.実験の趣旨は,

publicschoolchoice,privateschoolvouchers,そ

れにcharterschoolsの活用で,もし親が自由に学

校を選択できれば,優良校に人が集まり,やがて成

績不振校は消えるということである.この競争の過

程で,学校はよりベターなものへと自己改革できる

という論理である.人々が自分で選択し,加えて教

育予算がその生徒についていくシステムとなれば,
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より強力なaccountabilityの手段となるというの

である.

生徒や親のニーズに基づくcharters,privatiza･

tion,andvouchersは成績の振るわない学校に対応

する戦略的alternativesを形作っている.もし大衆

の公教育への幻滅度が増大すれば,これらalterna･

tivesへの支持は比例して増加するであろう.Char-

terschoolsは究極のaccountabilityを持っ公立学

校であるが,その普及につれ,政府予算も年々増加

している.Accountabilityを挺子にして学校改革

を促す政策は21世紀に入っても引き継がれるであろ

うが,今後,既成の公教育体制でaccountability

が問われるより,制度そのものがaccountability

measureとなる可能性もある.アメリカ国民は公

教育のaccountabilityシステムの総括に基づいて,

早晩,公立対私立,伝統対alternativeの全面的な

競争の扉を開けるべきかどうかの決断を問われるこ

とになると予想される.

TheAssociationforSupervisionandCurricu-

lumDevelopmentによる政治家を対象とした調査

報告書LearningfromthePtzst.･Directionsforike

Futu71e(Sept.17,1998発行)では,回答者の多く

が,アメリカ教育が現状のまま続くことには懐疑的

であり,ほぼ半数が大多数の生徒は21世紀には伝統

的な公教育システムの枠外で教育を受けていること

に肯定の答えを出していることは注目に値する.

(注)

1.TheElementaryandSecondaryEducation

Act

1965年に施行された初等中等教育の改善をめざし

た総合法で,法の6つのTitlesのうちTitleIは,

貧困家庭の子弟等の特別なニーズを満たす諸政策の

法的根拠となって特によく知られている.

2.blockgrants

州や自治体-の国か らの交付金.通常grant

moneyは,州等からの計画 ･申請に基づき配分さ

れる.連邦政府の予算付けであるが,その執行にお

いては,法の趣旨に合う限りにおいて,州や自治体

に大きな裁量が認められている.

3.EducationWeek紙の特集QualityCounts'99

;TheEducationCommissionoftheStatesによる

EducationAccounhzbili& Systemsin 50 Shzies,

1997;及びSouthernRegionalEducationBoard発

行のStateAccountabil砂 SystemsLackCohesive･

ness等で指摘されている.

4.AP(AdvancedPlacement)Program

高校と大学で提供される科目内容の重複履修を避

けるため,高校でadvancedplacementcoursesを

履修して,theAdvancedPlacementExamination

において大学が設定した基準に合格すれば,その大

学の取得単位として認定されるプログラム.

5.accreditation

ここでは,団体や行政部局が,学校等教育機関に

対してそこで提供されるプログラム等の内容を審査

し,開設 ･開校などを認定 ･認可しうる資格をいう.

参考図書

1. - "QualityCounts'99."EducationWeekVol.

XVIIINo.17(1999)Specialedition.

2. - "TheEducationalExcellenceforAllChill

drenActof1999:Thereauthorizedversionofthe

ElementaryandSecondaryEducationAct."Educa･

tionWeekJune9,(1999)FORUM.

3. - TuningAroundLowIPedonningSchoolsI

AGuideforSh2teandLocalLeade7S.Washington,

D.C:U.S.DepartmentofEducation,1999

4. McLaughlin,M.W.&Schwartz,R.B."Strategies

forFixingFailingPublicSchools"EducationWeek

Nov.4,(1998)p.43

5. TheAssociationforSupervisionandCu汀iculum

Development.LeaningfromthePast.'DiyleCiions

fortheFutuTle.Washington,D.C:U.S.Department

ofEducation,Sept.,1998

6.- EducationAccountabil妙 Systemsin 50
ShZies.EducationCommissionoftheStates,1997

7. - ThePllDgYleSSOfEducationRefoym 1998:
ihefouyihannualrQort.Denver,CO.:Education

CommissionoftheStates,1998

8. Pipho,C.HowGoodikGoodPHowBadis

Badp-AccountabililyPylDgYUIクはforEducation.

Denver.CO.:EducationCommissionoftheStates,
1997

9.Johnston,R.C."StateAccountabilitySystems

LackCohesiveness"Education Week,Nov.18,

(1998)p.13

10. - SchoolChoice1999IWhat'sHappeningin

theStates.Washington,D.C.:HeritageFoundation
1999

ll. - "ClintonESEAPlanTargetsAccountabil-

ity"EducationWeek.May26(1999)p.1


